
平成22年度予算の状況をお知らせします

一般会計歳入予算内訳（財源区分別） 一般会計歳出予算内訳（目的別）

各会計別予算総括

　 財政課 (826-1111　内線2451)     問

広報つちうら　№ 1026　  8

市税
22,927,931
49.2％

分担金及び負担金
728,117
1.6％

総務費
5,017,329
10.8％

民生費
14,697,596
31.6％

衛生費
2,729,528
5.9％

農林水産業費
837,748
1.8％

商工費
926,954
2.0％

消防費
1,954,361
4.2％

予備費
40,000

議会費
338,151
0.7％

諸支出金
2,621,190
5.6％

公債費
5,363,247
11.5％

教育費
4,585,921
9.9％

土木費
7,457,975
16.0％

使用料及び手数料
1,138,318
2.4％

諸収入等
3,767,415
8.1％

※自主財源
28,561,781
61.3％

※依存財源
18,008,219
38.7％

地方譲与税
470,000
1.0％

地方消費税交付金
1,402,000
3.0％

地方特例
交付金
220,000
0.5％

県支出金
2,461,586
5.3％

市債
5,060,500
10.9％

自動車取得税
交付金等
337,942
0.7％

国庫支出金
5,740,191
12.3％

地方交付税
2,316,000
5.0％

※市税や手数料など、市が自主的に収入することができるお金を「自主財源」といいます。この反対を「依存財源」

　といい、国県支出金や地方交付税などがこれにあたります。自主財源の割合が多いほど、市の財政運営が安定

　し自由度が増します。

（単位：千円） （単位：千円）



市債の状況

各種基金の状況
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　平成22年度は、「安心・安全に暮らせるまちづくり」を推進するための防災無線整備事業費債や排水路事業費債、

バリアフリー推進事業など、全会計で68億3810万円の市債を発行する予定です。また、市債発行額を償還元金額

以内に抑制することにより、平成22年度末市債残高は前年度比８億4210万円の減となる見込みです。ピーク時の

1016億9702万円から比較すると220億9926万円、21.7％の減となっています。平成22年度末の市民一人当たりの市

債残高見込みは554,565円です。（平成22年３月末住民基本台帳人口143,532人）

※通常債…建設事業向けの地方債です。

　特例債…建設事業以外の財源に充てられる地方債で、臨時財政対策費（地方交付税の財源不足を補うための地方

　債）などがあります。

　特別会計債…下水道会計などの地方債です。

　平成22年度は土地開発公社の運営の改革および清算に向けて３億円を積み立てます。これにより、平成22年度

末の基金総計は118億9668万円、対前年度比2.6％の増となる見込みです。市民一人当たりの平成22年度末の基金

残高見込みは82,885円です。

※上記基金には、特別会計基金および定額運用基金は含んでいません。



一般会計予算を家計に例えると…（一年間の生活費を500万円と仮定）

一般会計歳出予算内訳（性質別）
人件費…職員の給与や退職金、議員

　や委員の報酬などの経費

扶助費…児童・高齢者・生活困窮者

　などを援助するための経費

公債費…借り入れた市債（借金）の返

　済のための経費

物件費…物品の購入や特定の事業を

　委託するための経費

繰出金…特別会計に支出する経費

投資的経費…道路、橋りょう、学校、

　庁舎などの建設事業に要する経費

補助費等…各種団体に対する助成金

　や一部事務組合への負担金などの

　経費

維持補修費…公共施設などの修繕費

　用

積立金…基金への積立金

投資及び出資金、貸付金…財団法人

　などに対する投資・出資金・貸付

　金人件費、扶助費、公債費で全体の約半分を占めています。これらは義務的経

費と呼ばれ、歳入の状況にかかわらず支出しなければならない経費で、この割

合が小さいほど財政の弾力性があるとされています。しかしながら、特に扶助

費は、社会構造の変化や少子高齢化の影響で年々増加しています。

（単位：千円）

人件費
9,745,127
20.9％

物件費
6,286,961
13.5％

積立金
300,007
0.6％

貸付金
2,735,190
5.9％

繰出金
5,725,488
12.3％

投資及び
出資金
13,400

公債費
5,363,247
11.5％

投資的経費
4,823,726
10.4％

補助費等
2,070,851

4.5％

扶助費
8,887,655
19.1％

維持補修費
618,348
1.3％
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